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要 旨

In this thesis, we deal with a fundamental study of the application of a hypothesis

selection mechanism based on Abductive Logic Programming (ALP) to legal reasoning.

The target law in this work is the United Nations Convention on Contracts for the In-

ternational Sale of Goods (CISG). We propose a hypothesis selection mechanism based

on ALP which is able not only to manage multiple hypotheses at the same time, but

also to select the most plausible explanation among them. To handle legal knowledge,

such a mechanism needs to have a logical standard of a �tness depending on legal do-

main. To meet this demand, we make good use of a precedent database, including facts

and judicial judgments of past cases. We designed a framework of hypothesis selection

where some precedents are concerned with the hypothesis in the database, and calculate

a �tness which takes account of these precedents. Based on this approach, we made a

prototype system for CISG using SICStus-Prolog. We made an experiment to investigate

the performance of the system using some questions given by lawyers. We used questions

regarding a withdrawal of o�er and a conditional acceptance. The evaluation compares

these calculations of the �tness between two cases: One is the case where such facts are

added as to inuence the legal judgment in the knowledge, and the other is the case where

no facts are added. We con�rmed that this system can select the �t hypothesis set in

response to the tendency of the database, by paying attention to the relative change of

the relation value and that of the �tness with the hypothesis. The relation value means a

kind of similarity between facts of the premise knowledge and facts of the precedents. As

the result, we show that the system could select the �t hypothesis set, in the case where

facts were given which inuenced the legal judgment in the premise.
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第 1章

序論

本研究ではアブダクティブ論理プログラミング [32](abductive logic programming; 以

下, ALPと略記)に基づく仮説選択機構の, 国際統一売買法 [11](以下, CISGと略記)への

適用に関する基礎的研究を行なった. ALPは論理プログラミングのアブダクションへの

拡張であり, その枠組は仮説推論 [7]の自然な拡張となっている. 応用として故障診断, 知

識同化などがあげられる. また法的推論への適用可能性が Kowalski[38]によって示唆され

ている. しかしながら, ALPの処理系は複数の候補から適切な仮説を選択することができ

ない. このため法的推論のように,ある基準を持って仮説の適合性が要求される場合, 複数

の説明から最もらしい説明を選択することが問題となる. そこで ALP適用の法的推論に

関する調査研究 [4, 20, 17]に基づき, 複数の仮説を同時に扱い, かつ候補集合から適切な

仮説を選択する仮説選択機構を提案した. さらに, 法学者が与えた設例と判例 [20]を用い

て, 構築したシステムの実験および考察を行ない, 本研究で提案した仮説選択機構の CISG

への適用可能性を示した.
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第 1章. 序論

1.1 本研究の背景

法律の分野で計算機を利用しようという試みは, 数学の問題を計算機に解かせようとい

う定理証明の試みと同じように, 人工知能が提唱される以前の, 計算機の最も初期の時代

からあった (例えば文献 [33]). 法律は単に弁護士や裁判官などの法曹界の人々のためのも

のではなく,社会生活と一体のものであり,あらゆる社会的行為に深く関係している. また

社会の複雑化・情報化に伴い, 法律に関わる情報は複雑かつ膨大になっている. したがっ

て, これらに対応したシステムの必要性が古くから強く要求されており, 法令や判例の情

報検索システムがすでに商用化されている. これ以外にも法律情報に関する情報処理技術

を確立し , 法的推論システムを構築する様々な研究が従来なされてきた [39, 20, 21, 23, 24].

法律エキスパートシステムの開発研究には, 大量の法律文から体系化された法的知識ベー

スの構築とともに, 法的推論機構, 法的知識獲得支援機構,およびユーザインタフェース部

からなる推論システムの構築が主要研究課題となる. このうち, 本研究は法的推論機構や

法的知識獲得支援機構に密接に関係する, 法的発見機構の解明に関するものである.

1.2 本研究の目的

吉野ら [18]による法律文からの知識獲得の研究では, 法律文だけでは法律文の間の関係

は明らかでなく, 法律家の法律文理解において暗黙の前提としている法的常識知識を明確

にして, 法的常識推論の構造を明らかにすべきことが指摘された. その結果, 法律家の理

解過程における推論には, 条文の欠けている知識を補間していく推論過程, すなわち不完

全知識下での法的発見・法的正当化のための推論機構が寄与していることが分かった. 吉

野らの研究以前に, 論理プログラミングの産みの親である Kowalskiは,このような推論の

限定された論理プログラミング版をアブダクション [32](abduction, 仮説生成)と呼び, 主

に理論的な見地から研究を行なっている. しかしながら, 一般に発想と呼ばれる不完全な

知識に基づく法的発見・法的正当化の推論は, より広義の形態が考えられる [20]. そのた

め國藤ら [4, 20, 17]によって, 不完全知識下の法的発見機構解明のための調査研究と, そ

のような推論機構実現のための基礎的研究が行なわれている. 本研究では國藤らの研究に

基づいて, 不完全知識下での法的知識適用に伴う主要問題である法的発見・法的正当化の

推論原理を, 仮説選択の見地から解明することを研究目的とする.
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第 1章. 序論

1.3 本研究の方法

國藤らの研究では, ALPの枠組みを用いて CISGの第 2部 (付録 A参照)に関する知識

ベースが構築されている. それによって, 法学者が与えた設例 [19]を解けることが示され

ている. また, 仮説選択機構への利用を考慮して, ALPを用いて複数の仮説を同時に扱え

るアルゴリズムが提案されている. しかしながら, ALPの処理系は複数の候補から適切な

仮説を選択することができない. このため法的推論のように, ある基準を持って仮説の適

合性が要求される場合, 複数の説明から最もらしい説明を選択することが問題となる. そ

こで本研究では國藤らの研究に基づき,複数の仮説を同時に扱い,かつ候補集合から適切な

仮説を選択するような仮説選択機構を提案した. 法的知識を扱うため, このような機構に

法的ドメインに依存する論理的な評価基準を持たせる必要がある. そのため, 仮説を評価

する際に事件に関する事実, 裁判官の判断等が含まれる判例データベースを活用した. そ

のデータベースから参照される判例には, その仮説をサポートする事件とサポートしない

事件が含まれている. これら両極の判例を考慮するような適合度評価にしたがって, ALP

の処理系は候補集合から適切な仮説を選択する. 本研究では, 仮説選択の合理的評価基準

を明らかにするため, 提案した方法に基づいて, CISGの第 2部への適用を目標とする実

験的システムを作成した. さらに法学者が与えた「申込の取消」と「条件付承諾」に関す

る設例および判例 [20]を用いて,システムの実験および考察を行ない, 本研究で提案した

仮説選択機構の CISGへの適用可能性を示した.

1.4 本論文の構成

本論文は本章も含め 5章から構成される. 第 2章では, 本研究と関連する判例の知識表

現と法的発見機構について述べる. 第 3章では, 判例データベースの再構築, 類似度計算,

さらに仮説選択の手続きについて述べる. 第 4章では, 構築したシステムの実験結果とそ

れに対する考察を述べる. 最後に, 本論文の結論と今後の研究課題を第 5章で述べる.
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第 2章

判例表現と法的発見機構

本研究では, 不完全な知識に基づく法的発見機構として, アブダクティブ論理プログラ

ミング [32](ALP)の枠組を用いる. さらに事件に関する事実, 裁判官の判断等が含まれる

判例を参照して仮説選択を行なう機能を付加した形態を考える. そのため本章では, 仮説

選択機構と関連する判例の知識表現と法的発見機構について述べる.

以下に, まず判例データベースの再構築に関係する, フレームによる知識表現とオント

ロジーを紹介する. 次に, アブダクションと ALPの枠組を紹介し, ALP適用の法的推論

について述べる.

2.1 判例の知識表現

本研究では, 過去の判例を事件の事実と裁判官の判断に分解して知識表現するため, 構

造を持った対象を体系的に表現することができる標準的フレーム構造 [6]を用いる. さら

に, フレーム内に現れる各引数に法的概念を割り当てられるようソートを導入する. この

とき単体のソートだけではなく, ソート間の関係の表現方法も重要であるため, 法的ドメ

インにおけるオントロジーを導入する. 以下に, フレームによる知識表現とオントロジー

を紹介する.

2.1.1 フレームによる知識表現

フレーム (frame)は対象中心の表現の一つであり, 具体的, 抽象的な対象が持つ属性と

属性値との集まりで構成される知識表現である. 例えば「リンゴ」というフレームには,

4



第 2章. 判例表現と法的発見機構

「色＝赤」,「産地＝青森」などの属性, 属性値が記述されている. 通常,フレーム間の上下

階層を表すリンクを持ち, 属性値の検索時にそのフレームに属性がなければ, 上位フレー

ムからデータを継承したり, データが検索, 修正された場合に自動に起動される手続きを

持たせることもできる. フレーム間の階層構造には次のような 2種類の階層がある.

　is a関係 　

抽象－具体関係 (abstract-speci�c relations)に基づく階層構造である. 上位により抽

象的対象 (概念)が, 下位により具体的対象がおかれ, 下位の対象は上位の対象がも

つ属性を継承するという性質がある. 例えば, \カナリア is� a 鳥 "と書くことがで

きることからきている.

　part of関係 　

全体－部分関係 (whole-part relations)に基づく階層構造である. 構造を持つ対象に

関して, 下位の対象が上位の対象の一部分を構成すると言う関係を表す. この場合

には, 例えば, 壁は教室の構成要素であるが教室ではないので, 対象 \壁"は上位対

象である \教室"の属性を継承しない. むしろ \物体－壁－教室の壁－教室Ａの壁"

という is a関係に基づいて属性を継承することとなる.

本研究では, 標準的フレーム構造 [6]での知識表現を考え, 判例データベースをある種の

is a階層付のフレームで再構築する.

2.1.2 オントロジー

一般にエキスパートシステムに与えられる知識は, 利用目的, 利用環境, システム開発

者の視点のような様々な暗黙的仮定を前提にしているため, 知識ベースの構築は困難であ

る. このような知識の構築に対する問題に対して,オントロジー [16] の利用が考えられて

いる. オントロジーとは,「知識システムを構築する際に用いる基本概念 (語彙)の体系」

であり,「知識を記述するために必要なプリミティブ (基本概念定義や概念階層)」である.

したがって, オントロジーにはシステム設計者の視点や利用目的, 利用環境などが反映さ

れていると考えられる. その点からオントロジーは, 知識ベースを構築するための視点を

提示するものととらえることができる. エキスパートシステムの対象分野での知識を記述

するオントロジーには次のような 2種類がある.
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　タスクオントロジー 　

タスクオントロジーは診断, 設計, 制御などのエキスパートシステムが対象としてき

たタスクに固有の問題解決過程を記述するために必要な基本語彙の体系である.

　ドメインオントロジー 　

ドメインオントロジーはドメインの知識を記述するために必要な基本語彙の体系で

ある. ドメイン知識とは専門知識の多くの部分を占め, タスク知識に依存しない知

識である.

本研究では判例データベースを再構築する際に, 後者に分類される法的オントロジー [8]

を用いた. このオントロジーは, 国際統一売買法 (CISG) 第 2部 [11](付録 A参照)の条文

中で用いられる法律用語群と, それに関連する日本国民法の一部に含まれる法律用語群か

ら構成されている. このため, CISG分野固有の知識や理論的知識, 条文や判例などを記述

するために必要な基本概念定義や概念階層を利用することができる.

2.2 アブダクティブ論理プログラム (ALP)

本研究で提案した仮説選択機構と密接に関係するALP[32]は, 論理プログラミングのア

ブダクションへの拡張であり, Kowalski[38]によって法的推論への適用可能性が示唆され

ている.

以下に, まず文献 [32]に従って, アブダクションと ALPの枠組を紹介する. 次に, ALP

適用の法的推論に関する研究 [4, 5, 17]について説明して, 仮説選択機構の必要性につい

て述べる.

2.2.1 アブダクション

科学者でもあり哲学者, 論理学者でもあった Peirce[36]は, 説明を求める推論をアブダ

クション (abduction, 仮説生成)と名つけ, 演繹 (deduction) や帰納 (induction)とは明確

に区別している. アブダクションとは, 観測事実からそれをもたらす前提条件 (その説明)

を推論する拡張的 (amplicative)な推論である [6, 37]. その最も簡単な推論形式は次のよ

うになる.

1. 意外な事実 Cが観察される.

6



第 2章. 判例表現と法的発見機構

2. もし Aが真であれば, Cは当然のことだ.

3. ゆえに, Aは真ではないかと考える理由がある.

以下に, アブダクションの定義を Kakasら [32]に従って示す. 知識を一階 (述語論理)の

論理 Tとして表現し, 式G(観測)が与えられていると仮定する. アブダクティブな処理は,

次のような条件を満たす式の集合�(Gに対するアブダクティブな説明)を見つけることで

ある.

　(0) T j== G

　(1) T [ � j= G

　(2) T [ �は無矛盾

また, アブダクションは統合性制約 (integrity constraints)を用いて拡張できる. その場

合, 上記の (2)の条件は次のようになる. Iを一階の閉じた式で表された統合性制約の集合

とする.

　(2') T [ �が Iを満足する

この統合性制約 Iと一階の理論 Tおよび仮説となり得る, 与えられた述語集合 (abducible)

Aからなる 3項組< T;A; I >としてアブダクティブな枠組が得られる. この Aから取り

出されたアトム (仮説)の集合�(� � A)が説明である.

2.2.2 ALPの枠組

ALP[32]は論理プログラミングのアブダクションへの拡張である. 通常, 仮説とするこ

とのできる式 (formula)を制限するため, 仮説できる知識をあらかじめ定義しておき, そ

の知識の集合を可能な仮説集合 (abducibles)と呼ぶ. ALPでは, 可能な仮説集合を理論 T

に含まれる各ルールの頭部に出現しない基礎アトムに制限している. また, 意図しない仮

説や矛盾した仮説を導き出さないように, 統合性制約によって仮説の生成を制御すること

ができる.

ALPにおけるアブダクションの枠組は, Tを論理 (ALPではプログラミングをさす) , A

を可能な仮説集合である述語, �を Aの部分集合, Iを統合性制約, Gを説明すべきゴール

とすると, 次のような条件を満たす< T;A; I >で表すことができる.
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� T =̀ G

� T [� ` G

� T [�と Iは無矛盾 � T [� j= I

ALPの枠組は仮説推論 [7]の自然な拡張となっており,応用として故障診断 (fault diagno-

sis), 知識同化 (knowledge assimilation)などがあげられる. また法的推論 (legal reasoning)

への適用可能性が Kowalski[38]によって示唆されている.

2.2.3 ALP適用の法的推論

ALP適用の法的推論に関する調査研究では, ALPの処理系 [5]を用いて CISGの第 2部

に関する知識ベースを構築することによって, 法学者が与えた例題 [19]を解けることが示

されている. また, 仮説選択機構への利用を考慮して, ALPを用いて複数の仮説を同時に

扱えるアルゴリズムが提案されている.

しかしながら, ALPにおいて統合性制約を用いて仮説の生成を抑制することはできる

が, 仮説選択の問題は扱われていないため, 複数の候補から適切な仮説を選択することが

できない. そのため法的推論のように, ある基準を持って仮説の適合性が要求される推論

では問題となる. 一般に仮説推論の特徴として, 複数の説明が存在することがあげられて

おり, 複数の説明から最もらしい説明を選択する問題は非常に重要である.

このような仮説選択の問題を解決するため, 本研究では複数の仮説を同時に扱い, かつ

候補集合から適切な仮説を選択するような仮説選択機構を提案する. 法的知識を扱うため,

このような機構に法的ドメインに依存する論理的な評価基準を持たせる必要がある. その

ため, 仮説を評価する際に事件に関する事実, 裁判官の判断等が含まれる判例データベー

スを活用する. そのデータベースから参照される判例には, その仮説をサポートする事件

とサポートしない事件が含まれている. これら両極の判例を考慮するような適合度評価に

したがって, ALPの処理系は候補集合から適切な仮説を選択する.
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仮説選択機構の実現

3.1 はじめに

法的役割を考え
再構築された
判例データベース

AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA
AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA
AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA
AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA
AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA
AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA
AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAA

法令文

前提知識
説明すべき
　ゴール

AAAAAAA
AAAAAAA
AAAAAAA

AAAAAAA
AAAAAAA
AAAAAAA
AAAAAAA
AAAAAAA

ALPの処理系

仮説選択機構

E = {E }i仮説集合

i{  ...   , H  ,   ...  }

仮説
{H   , Fitness   }i3 i3仮説

{H   , Fitness   }i2 i2仮説
{H   , Fitness   }i1 i1

図 3.1: 仮説選択機構

本研究では, 仮説を評価する際に, 法的役割を考え再構築された判例データベースを活

用する. この方法では図 3.1に示すように, 過去の判例を参照する仮説選択機構が ALPの

処理系 [5]に付加されている. 仮説選択機構では, まず前提知識と法令文, および説明すべ

きゴールから, 適切な説明が得られない仮説集合を列挙する. ここで生成される仮説は, 判

例データベースに蓄えられている裁判官の判断に依存する. 次に, 各仮説に関係のある判

例を判例データベースから抽出する. これら判例には仮説をサポートするものと, 逆にサ

9
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ポートしないもの含まれる. 最後に, 前提知識における事実集合と法令文に基づいて, 両

極の判例を考慮するような適合度計算を各仮説に行なう. この適合度評価にしたがって,

ALPの処理系は候補集合から適切な仮説を選択する.

以下に, 判例データベースの再構築, 類似度計算,さらに仮説選択の手続きについて説明

する.

3.2 判例データベースの再構築

本研究では, 標準的フレーム構造 [6]での知識表現を考え, 判例データベースをある種の

is a階層付のフレームで再構築する. 各フレーム内では, ソートとして属性がすべての引

数に宣言されている. また, すべてのソートは法的な役割を担う法的概念が割り当てられ

ており, これら法的概念は法的オントロジーに基づいて整理されている.

3.2.1 法的オントロジーの導入

オントロジー [16]とは,「知識システムを構築する際に用いる基本概念 (語彙)の体系」

であり,「知識を記述するために必要なプリミティブ (基本概念定義や概念階層)」である.

したがって, オントロジーにはシステム設計者の視点や利用目的, 利用環境などが反映さ

れていると考えられる. その点からオントロジーは, 知識ベースを構築するための視点を

提示するものととらえることができる.

本研究では, 国際統一売買法 (CISG)第 2部 [11](付録 A参照)の条文中で用いられる法

律用語群と, それに関連する日本国民法の一部に含まれる法律用語群から構成された法的

オントロジー [8]を用いる. このため, CISG分野固有の知識や理論的知識, 条文や判例な

どを記述するために必要な基本概念定義や概念階層を利用することができる. このオント

ロジーは 84個の概念ノードから構成されており, これらノードはソートとして割り当て

られる. 法的オントロジーの概念階層木を図 3.2に示す.

3.2.2 判例の定式化

判例 E(= fEig) は事実集合 Fと判断集合 Jから成る. ここで F , Jを空でない有限

集合とする. i 番目の判例 Eiは事実集合 Fi(� F) と判断集合 Ji(� J ) から構成され,

Ei =< Fi;Ji >となる. Fi, Jiを表現するため, 2 つの特殊な 2 項演算子 defined by,
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法律概念
legal_concept

人
person

物
thing

属性
property

状況
circumstance

状態
state

量
quantity

質
quality

形
shape

方法
means

場所
place

時間
time

関係
relationship

様相
situation

解決方法
means_of_solution

通信
communication

決定方法
provision_for_determinig

運搬方法
means_of_transportation

通信手段
means_of_
communication

瞬時的通信手段
means_of_instantaneous_communication

部分
section

領域
domain

期間
period_of_time

時点
moment

相互関係
mutual_relationship

位置関係
positional_relationship

対人関係
human_relationship

当事者
party

第三者
third_party

書類
documents

物品
goods

代金
price

包装物
packing_thing

代理人
deputy

売主
seller

買主
buyer

対象物品
not_object_goods

対象物品
object_goods

申込者
offeror
被申込者
offeree

法律要件
legal_condition

法律事実
legal_fact

その他の事実
other_fact

事実
fact

事象
phenomenon

効力
effective

動作
movement

規範
standard

精神的産物
mental_product

容態
condition

非容態
incondition

適法行為
lawful_act

行為
act

精神作用
mental_
action

法律作為
legal_act

intentional_condition

概念的容態
conceptual_condition

意思的容態

作為
artificial_act

無作為
random_act

契約
contract

単独行為
independent_act

合同行為
joint_act

放任行為
let_alone_act

違法行為
illegal_act

意思表示
indication_of_
assent

明示的意思表示
expressly_
indication_of_assent

回答
reply

発信
dispatch

異議
objection

承諾
acceptance

拒絶
rejection rejection_of_offer

申込の拒絶

変更
alteration

反対申込
counteroffer申入

proposal
申込
offer

黙示的意思表示
implicitly_indication_of_assent

準法律行為
semi_legal_act

right
義務
obligation

権利

法律効果
legal_effect

意思
intention

認識
recognition

事柄
affair

図 3.2: 法的オントロジーの概念階層木
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weightを用意する. defined byは申込や承諾等の大枠の記述と, それらに付随する事柄・

条件等の詳細な記述を分解して表現するための演算子である. また weightは Jiに深く関

与する Fi の記述に重みを付加するための演算子である.

　定義 3.1 defined byはアトム Aと, リテラル Lから成る集合を連結する 2項演算子で

ある.

A defined by [ L1; L2; . . . ]

Fiにおいて defined byは再帰的に用いられる. 事実集合 Fiを示すアトム f(i)

と, 大まかな記述を示すリテラル集合が連結される. それら大枠の記述がアト

ムであるならば, さらに詳細な記述を示すアトム集合が連結される. また Jiに

おいて判断集合 Jiを表すアトム j(i)と, 判断を示すアトム集合が連結される.

　定義 3.2 weightは Fiにおけるリテラル Lに重み!を付加する 2項演算子である.

L weight !

ただし, 重み付けされていないリテラルにはデフォルト値 1が定義される. また

事件における裁判官の解説に基づいて,法律家が!の値を決定するものとする.

　例 3.1 defined byと weightの使用例を以下に示す.

acceptance(b : offeree; a : offeror; 19960408 : moment) defined by

［ sale(a : seller; b : buyer; car : goods; 1 : quantity; 10000 : price);

add statement(cargo ship : intentional condition) weight 2 ］

次のようなアトムは, 承諾に関する大枠の記述「1996年 4月 8日に Bは Aに

承諾をした」を意味している.

� acceptance(b : offeree; a : offeror; 19960408 : moment)

さらに, 次のようなリテラルはそれぞれ, 承諾に関する詳細な記述「Bが 1万

ドルの車を 1台買う」,「承諾に"貨物船で運ぶこと"という意思的条件が付け

加えられた」を意味しており, 例では後者には重み 2が付加されている.

� sale(a : seller; b : buyer; car : goods; 1 : quantity;

12
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� add statement(cargo ship : intentional condition)

　例 3.2 次に判例 Ea[20]を用いて定式化の例を図 3.3に示す.

1996年 4月 1日に Aは Bに 1万ドルの車の申込をした. 同年 4月 8日に Bは

Aに 1万ドルの車の承諾をした. 承諾の際, Bは"貨物船で運ぶこと"という意

思的条件を付け加えた. この判例では, 同年 4月 8日に承諾の効力が発生した

と判断され, 売買契約の成立が認められた.

AA
AA

A
AA
AA

B

1996年4月1日

1996年4月8日

1996年4月1日

1996年4月8日

申込 物品：車.

数量：一台.

代金：1万ドル.

承諾 物品：車.

数量：一台.

代金：1万ドル.

条件：貨物船で運ぶこと.

AAAAA
AAAAA

裁判官

1996年4月8日に承諾の効力が発生.
契約成立.

図 3.3: 判例 E1

f(precedent a) defined by

［ offer(a : offeror; b : offeree; 19960401 : moment) defined by

［ sale(a : seller; b : buyer; car : goods; 1 : quantity; 10000 : price) ］;

acceptance(b : offeree; a : offeror; 19960408 : moment) defined by

［ sale(a : seller; b : buyer; car : goods; 1 : quantity; 10000 : price);

add statement(cargo ship : intentional condition) weight 2 ］］:

j(precedent a) defined by

［ become effective(acceptance(19960408 : moment); 19950408 : time from);

is concluded(sale : contract; 19960408 : time from) ］:
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前半部分の事実集合F1には, defined byの再帰的な定義によって申込 (offer)

と承諾 (acceptance)に関する記述がそれぞれ表現されている. また, 後半部

分の判断集合 J1には, 承諾の効力発生 (become effective)と売買契約の成立

(is concluded)関する記述がそれぞれ表現されている.

3.3 概念階層に基づく類似度の定義

概念階層に基づいてフレーム内の各引数には,ソートとして属性がすべての引数に宣言

されている. 引数に現れる定数を比較する場合, 何からの類似度によってソートを照合す

る必要がある. 本研究では, 概念階層に基づく類似度計算を次のように定義する.

3.3.1 ターム間の類似度

　定義 3.3 概念階層に基づいて, ターム T1; T2間の類似度 T S(T1; T2)は帰納的に定義さ

れる.

(a) T1, T2がそれぞれ定数 (または変数)t1; t2 ならば, t1と t2の最下位共通概念

に対する, t1および t2の階層差をそれぞれ Dt1; Dt2とすると,

T S(T1; T2)
def
= e�D

2=2

ただし D = max(Dt1 ; Dt2)とする.

(b) T1, T2がそれぞれ f(t11; . . . ; t1m), f(t21; . . . ; t2n)で表されるならば, T1; T2

の第 i引数をそれぞれ t1i; t2iとすると,

T S(T1; T2)
def=

P
i T S(t1i; t2i) = min(n; m)

類似度の総和が nと mの最小値で割られているのは, 照合できた引数の

みを考慮して, それら類似度の平均を取るためである. 例えば一方が 2引

数関数で, 他方が 3引数関数である場合, 両者の第 1引数と第 2 引数につ

いて類似度計算を行ない, 後者の第 3引数は無視する.

　例 3.3 t1 = a : R, t2 = b : Qであるとき,

14
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O
LCC

R

Q

D   = 2t1

t  = a : R1

D   = 1t2

t  = b : Q2
1 1

P
2

AAAAA

図 3.4: ターム間の類似度計算

図 3.4に示すように, ソート Rが宣言されている aとソート Qが宣言されてい

る bの最下位共通概念 LCCは Oであり, Oに対する a : Rおよび b : Qの階層

差はそれぞれ 2, 1である. よって

T S(t1; t2) = e�2
2=2 = 0:135 � � �

　例 3.4 8><
>:

T1 = f(a :買主; b :売主)

T2 = f(c :売主; d :第三者)

であるとき,

D    = 1t21

t   = c : 21 売主売主

当事者

買主

LCC

1 1
AAAA
AAAA
AA

D    = 1t11

t   = a : 11 買主

図 3.5: ターム t11; t21の類似度計算

図 3.5に示すように, 最下位共通概念 LCCに対する t11および t21の階層差はと

もに 1であるから,

T S(t11; t21) = e�1
2=2 = 0:606 � � �

15
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当事者

売主
D    = 1t 22

t   = d : 22 第三者第三者

人
LCC

1 1
AAAA
AAAA

AA
AA

D    = 2t12

t   = b : 12 売主買主

2 2

図 3.6: ターム t12; t22の類似度計算

また図 3.6に示すように, LCCに対する t12および t22の階層差はそれぞれ 2, 1

であるから,

T S(t12; t22) = e�2
2=2 = 0:135 � � �

よって,

T S(T1; T2) = fT S(t11; t21) + T S(t12; t22)g = min(2; 2)

= f0:606 � � � + 0:135 � � �g = 2

= 0:370 � � �

3.3.2 アトム間の類似度

　定義 3.4 アトム A1, A2間の類似度 AS(A1; A2)は次のように定義される.

(a) A1, A2がそれぞれ命題 p1, p2ならば,

AS(A1; A2)
def
= 1

ただし, p1 = p2とする.

(b) A1, A2がそれぞれ p(t11; . . . ; t1n), p(t21; . . . ; t2m)ならば, A1, A2の第 i引

数をそれぞれ t1i; t2iとすると,

AS(A1; A2)
def=

P
i T S(t1i; t2i) = min(n; m)

16
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　定義 3.5 リテラル L1, L2間の類似度LS(L1; L2)は次のように定義される. ここで, L1,

L2から符号を取り除いたアトムを, それぞれ A1, A2とする.

(a) L1, L2の極性が同じ, すなわち両方が正リテラルまたは負リテラルである

とき,

LS(L1; L2)
def
= AS(A1; A2)

(b) L1, L2の極性が異なる, すなわち一方が正リテラルで他方が負リテラルで

あるとき,

LS(L1; L2)
def= � AS(A1; A2)

3.4 仮説選択の手続き

AAAA
AAAA
AAAA
AAAA

AAA
AAA
AAA
AAA

仮説

前提知識
における
事実集合

support unsupportsupport unsupport

法的役割を考え
再構築された
判例データベース

E = {E }   i

抽出

仮説

1 n 1 m

AAAA
AAAA
AAAA

AAA
AAA
AAA

support unsupportsupport unsupport

AAAA
AAAA関係値

適合度

AAAAAAA
AAAAAAA

1 n 1 m

図 3.7: 手続きの概要

先の類似度計算に基づいて仮説選択の手続きを説明する. まずその概要をせつめいして,

判例の抽出方法, 関係値の定義, 適合度の定義について述べる.
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3.4.1 手続きの概要

図 3.7に示すように, 仮説選択機構は各仮説の適合度を評価する. まず, 判例データベー

スから評価したい仮説と関係がある判例を抽出する. これら判例には仮説をサポートする

ものと, サポートしないもの含まれる. 次に, 仮説と関係がある各判例について関係値を

計算する. この関係値とは, 前提知識および判例における事実集合間の類似度を示す尺度

である. 最後に, 各判例の関係値から適合度を計算して, その値を仮説の評価値とする.

手続きの説明を述べる前に, 仮説選択機構で用いる用語を定義する.

　定義 3.6 Pを前提知識における事実集合, Hを仮説集合, Hk(2 H)を仮説, Fi, Jiをそ

れぞれ判例 Eiの事実集合, 判断集合とする. さらに Ph, Fij, Jijをそれぞれ P, Fi, Jiの要

素とする.

3.4.2 判例の抽出

類似した事実を持つ判例を抽出するだけでは事実のみが類似して, その判例での判断と

評価したい仮説がまったく関係のない可能性がある. そこで本研究では, 次のいずれかの

制約を満たす判例を判例データベースから抽出する. これら判例には正例 E+

i と負例 E�i

が含まれる.

H    =  become_effective(acceptance(19960901:moment, taro:deputy, jiro:offeror)) 
J     =  become_effective(acceptance(19960408:moment, b:offeree, a:offeror)) 1j

k

p(premise)   defined_by   [   . . .   ].          
前提知識における事実集合 

仮説 kH

判例 E   ＜     ,       ＞ 1 1 1

f(e  )   defined_by   [   . . .   ].
j(e  )   defined_by   [   . . .  , J   ,  . . .  ].          
1

1 1j

＋

LS ( H   , J   ) = 0.711…k 1j

P

F J

図 3.8: 判例 E1
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第 3章. 仮説選択機構の実現

　定義 3.7 正例 E+

i は, 仮説 Hkと同じ述語名を持ち, 次のような条件を満たすリテラル

Jijが判断集合 Jiに現れる判例である.

LS(Hk; Jij) � e�2 (= 0:135 � � �)

　例 3.5 例えば, 図 3.8に示すような判例 E1の場合,

LS(Hk; J1j) = 0:711 � � � � e�2

よって E1は Hkに関する正例である.

　定義 3.8 負例 E�i は, 仮説 Hkと同じ述語名を持ち, 次のような条件を満たすリテラル

Jijが判断集合 Jiに現れる判例である.

LS(Hk; Jij) � � e�2 (= � 0:135 � � �)

　例 3.6 例えば, 図 3.9に示すような判例 E2の場合,

LS(Hk; J1j) = � 0:711 � � � � � e�2

よって E2は Hkに関する負例である.

H    =  become_effective(acceptance(19960901:moment, taro:deputy, jiro:offeror)) 
J     =   + become_effective(acceptance(19791001:moment, b:offeree, a:offeror)) 2j

k

p(premise)   defined_by   [   . . .   ].          
前提知識における事実集合

仮説 kH

判例 E   ＜     ,       ＞ 2 2 2

f(e  )   defined_by   [   . . .   ].
j(e  )   defined_by   [   . . .  , J   ,  . . .  ].          
2

2 2j

－

LS ( H   , J   ) = - 0.711…k 2j

P

F J

図 3.9: 判例 E2

つまり, 正例は仮説をサポートする判例をであり, 負例は仮説をサポートしない判例で

ある. また, 評価したい仮説Hkと関係がある判例 Eiは次のような条件を満たしている.

｜LS(Hk; Jij)｜ � e�2

ここで, Jijは Eiの判断集合である.
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3.4.3 関係値の計算

仮説に関係がある各判例について関係値 Riを計算する. Riとは Pと Fi間の類似度を示

す尺度である. まず図 3.10に示すように, 前提知識と抽出され判例を照合する.

f(e  )   defined_by   [   . . .  ,  F   ,  . . .  ].
j(e  )   defined_by   [   . . .  ,  J    ,  . . .  ].          

p(premise)   defined_by   [   . . .  , P  ,  . . .  ].          

仮説 kH

i

i ij

関係値 Ri

前提知識における事実集合 P

  LS ( H   , J   )   >  ek ij判例 E   ＜     ,       ＞ i i iF J

ij

h

-2

図 3.10: Eiの関係値 Ri

Ph(2 P)と Fij(2 Fi)は次のような構造を持ち, これらに同一視される事実が含まれる

場合のみ, その類似度を計算する.

Ph = APh
defined by [ . . . ; LPh�

; . . . ]

Fij = AFij
defined by [ . . . ; LFij�

; . . . ]

　定義 3.9 Ph(2 P)と Fij(2 Fi)において, アトム APh, AFij , およびリテラル LPh�, LFij�

が次のような条件が満たされるとき, LPh�を LFij�と同一視する.

� AS(APh
; AFij

) � e�2

� LS(LPh�
; LFij�

) � e�2

このとき, LFij�とそれに付加されている重み!Fij�をそれぞれ Ll, !lとする.

次に, 同一視される事実 Llの重み
lを計算する.

　定義 3.10 Ph(2 P)と Fij(2 Fi)において, 同一視される事実 Llの重みを
lとする.


l
def= AS(APh

; AFij
)� LS(LPh�

; LFij�
)� !l
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Ph = acceptance(19960901:moment, taro:deputy, jiro:offeror)  defined_by
[ 
  buy(hanako:offeree, machine:goods, 1:quantity, 50000:price),
  contain('by the end of this month':intentional_condition) 
],

F1jA

acceptance(19960408:moment, b:offeree, a:offeror)  defined_by
[ 
  buy(b:offeree, car:goods, 1:quantity, 10000:price),
  contain('transport by a cargo ship':intentional_condition)  weight 2 
],

F1j =
PhA

f(e  )   defined_by   [   . . .  ,  F   ,  . . .  ].
j(e  )   defined_by   [   . . .  ,  J    ,  . . .  ].          

p(premise)   defined_by   [   . . .  , P  ,  . . .  ].          

仮説 kH

i

i 1j

関係値 R1

前提知識における事実集合 P

  LS ( H   , J   )  =  0.711…k 1j判例 E   ＜     ,       ＞ 1 1 1F J

1j

h

＋

Ω1

Ph1L
Ph2L

F1j1L
F1j2L

Ω2

図 3.11: 重み計算の例

　例 3.7 例えば, 図 3.11に示すように, Phと F1jを照合したとき,


1 = AS(APh
; AF1j

)� LS(LPh1
; LF1j1

)� 1

= 0:711 � � � � 1� 1

= 0:711 � � �


2 = AS(APh
; AF1j

)� LS(LPh2
; LF1j2

)� 2

= 0:711 � � � � 1� 2

= 1:423 � � �

最後に, Hkと Jij間の類似度, および
lの総和から関係値 Riを計算する.

　定義 3.11 Eiの関係値 Riを次のように定義する.

Ri
def= ｜LS(Hk; Jij)｜�

P
l 
l

このとき正例 E+

i , 負例 E�i に関する関係値をそれぞれ R+

is
, R�itとする.
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3.4.4 適合度の計算

Hkに関する適合度 Fitkを計算する.

　定義 3.12 仮説Hkに関する適合度 Fitkを次のように定義する.

Fitk
def= sin(�� 1 = 2)�

ただし,

�
def=

P
sR

+
is
= (
P

sR
+
is
+
P

tR
�
it
)

図 3.12に評価関数 Fit = sin(�� 1=2)�を示す.

0

1

-1

α
11/2

Fit

図 3.12: 適合度 Fitの評価関数

最後に, H 全体の適合度 Fit
H
を計算する.

　定義 3.13 H 全体の適合度 Fit
H
を次のように定義する.

FitH
def
= (

P
k Fitk) = k

このような適合度評価にしたがって, ALPの処理系は候補集合から適切な仮

説を選択する.
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第 4章

実験と考察

ALPに基づく仮説選択機構を国際統一売買法 (CISG)第 2部 [11](付録A参照)に適用し

て, その適用可能性を確認した. 構築したシステムは SUN SPARC station 上で, SICStus-

Prologにより実装されている. システムを実験する際, 法学者が与えた「申込の取消」と

「条件付承諾」に関する設例および判例 [20]を用いた. 以下に, それらを簡単に説明する.

申込の取消 　

申込は承諾があるまでは, 何時でも撤回することができるのが原則とされている. た

だし ,この場合には被申込者が承諾の通知を発する前に, 取消が被申込者に到達しな

ければならない. しかし, 申込に承諾期間が記されている場合などは, その期間に申

込は撤回することができないとされいる.

条件付承諾 　

承諾に当って, 申込の内容と異なる条件や, 申込の内容には含まれていない追加条件

をつけて承諾した場合, 契約は成立するであろうか. 例えば, 売主側からの申込がア

メリカの貨物船での輸送を要求しているのに, 買主側が「ただし , 輸送は日本の貨物

船」として承諾する場合である.

実験 1では前者について, また実験 2では後者について焦点を絞って, 構築したシステ

ムの実験および考察を行なった.
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4.1 実験 1

申込の取消に関する設例を用いた実験について述べる. 実験では, 設例のバリエーショ

ンを含めて 3つの法律問題を本システムに適用した.

4.1.1 実験の方法

この実験では, 法的判断に影響を与える事実を前提知識に加えた場合と, そうでない場

合との適合度評価を比較する方法を取った. そのため, 与えられた設例の前提知識と同じ

ものとして CASE 1を, 前提知識に新たな事実を追加したものとして CASE 2と CASE 3

を用意した. つまり CASE 2, 3は CASE 1のバリエーションになっている.

まず, 設例とそれに関する推論を説明して, ALPの処理系に基づいて生成された 2 つ仮

説集合を示す. 次に, 各 CASEの前提知識を明らかにして, 新たに追加された事実の法的

な意味を説明する. 最期に, それら 3つの実験結果の比較を通して考察を行なう. 考察で

は, 仮説に関する関係値と適合度評価の相対的な変化に注目して, 本システムが判例デー

タベースの対応して適切な仮説を選択しているかどうか確かめた.

4.1.2 設例と仮説

実験 1では, 次のような設例 1(図 4.1参照)を考える.

設例 1 　1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売

する申込の手紙を出した. 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した. Bが返事を出

す前の 4 月 9日に, Aは Bに電話をして,「農業機械一式を 5万ドルで販売す

る申込の手紙を出したが, 申込はなかったことにしてほしい」と述べた. Bは

「いや, その申込を承諾する」と述べた. 契約は成立したことになるか.

申込の効力は, 手紙が Bに到達した 4月 8日に発生している (CISG第 19条 1項). 申

込の効力発生後でも, Bが承諾の通知を発生する前であれば, Aの申込の取消の通知が B

に到達することを条件に Aは申込を取消すことができる (CISG第 16条 1項). 例題 1で

は, 電話による Bの承諾の通知は電話による Aの取消の通知の到達より後で発せられて

いるので, Aによる取消が有効となり, その後の Bの承諾によっても契約は成立しない.
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AA
AA

A

1996年4月1日

1996年4月9日

1996年4月8日

1996年4月9日

承諾 物品：農業機械.

数量：一式.

代金：５万ドル.

申込 物品：農業機械.

数量：一式.

代金：５万ドル.

条件：４月末日までに返答されたい. 

申込の取消 物品：農業機械.

数量：一式.

代金：５万ドル.

AA
AA

B C

契約

図 4.1: 設例 1

しかし, CISGには申込が承諾期間の設定により取消不能のものであれば, Aは取消で

きない (CISG第 16条 2項 a号)とある. また, 申込に取消不能が示されていなくても, 申

込を受けた Bが申込を取消不能のものであると了解したことに合理性があり, かつ Bが

その申込に信頼を置いて行動している場合には, Aは申込を取消すことができない (CISG

第 16条 2項 b号)とある.

したがって, CISG第 16条 2項 a号または b号が満たされるとき, Aと Bの間の売買契

約は成立する. つまり Aと Bの間で契約が成立すると主張する側は, 次のような 2 つの

仮説を考慮することになる.

　仮説集合 1 CISG第 16条 2項 a号に基づく, 次のような仮説 Aから構成される.

� Aの申込が承諾期間の設定により取消不能のものである (仮説 A).

　仮説集合 2 CISG第 16条 2項 b号に基づく, 次のような仮説 B, Cから構成される.

� Bが申込を取消不能のものであると了解したことに合理性がある (仮説 B).

� Bが申込に信頼を置いて行動している (仮説 C).

これら仮説集合の適合度評価を,次のようなCASE 1,2,3の場合でそれぞれ行なう. CASE

2には CASE 1の前提知識に, Aの申込に承諾期間を意味する事実が追加されている. さ

らに, CASE 3には CASE2 の前提知識に, Bが Aの申込に信頼を置いて行動している事

実が追加されている. 以下に, 各 CASEにおける前提知識を示す.
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CASE 1 設例にある前提知識と同じ場合.

(1) 1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売する申込

の手紙を出した.

(2) 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した.

(3) Bが返事を出す前の 4月 9日に, Aは Bに電話をして,「農業機械一式を 5万

ドルで販売する申込の手紙を出したが, 申込はなかったことにしてほしい」と

述べた.

(4) Bは「いや, その申込を承諾する」と述べた.

CASE 2 CASE 1に, Aの承諾期間を意味する事実 (1')を追加した場合.

(1) 1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売する申込

の手紙を出した.

(1') 手紙には「同年 4月末日までに返答されたい」と記載されていた.

(2) 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した.

(3) Bが返事を出す前の 4月 9日に, Aは Bに電話をして,「農業機械一式を 5万

ドルで販売する申込の手紙を出したが, 申込はなかったことにしてほしい」と

述べた.

(4) Bは「いや, その申込を承諾する」と述べた.

CASE 3 CASE 2に, BがAの申込に信頼を置いて行動している事実 (5)を追加した場合.

(1) 1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売する申込

の手紙を出した.

(1') 手紙には「同年 4月末日までに返答されたい」と記載されていた.

(2) 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した.

(3) Bが返事を出す前の 4月 9日に, Aは Bに電話をして,「農業機械一式を 5万

ドルで販売する申込の手紙を出したが, 申込はなかったことにしてほしい」と

述べた.

(4) Bは「いや, その申込を承諾する」と述べた.
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(5) Bは Aからの手紙を受け取った直後に, Cにその機械を 5万 2000ドルで販売す

る契約をすでに結んでいた.

CASE 2において追加された事実 (1')は, 仮説 A, Bの法的判断に影響を与える事実で

ある. また, CASE 3において追加された事実 (5)は仮説 C, Bに影響を与える事実である.

ここで, (1')と (5)の法的な意味を説明する.

� 事実 (1')は承諾期間を意味するものと解釈できる. 申込が取消不能であれば,その期

間は Aは申込を取消すことができない (CISG16条 2項 a号). ただし, 承諾期間はそ

れだけで取消不能を意味するのではなく, 最終的には当事者間の交渉過程, 習慣, そ

の後の行為等の一切の状況を考慮に入れて判断される (CISG8条 3項). しかし, 取

消不能の意味であると主張する側の重要な根拠であることに変わりはない.

� 申込に取消不能が示されていなくても, Aは申込を取消すことができない場合があ

る (CISG第 16条 2項 b号). 事実 (5)から, Bが Aの申込に信頼を置いて行動して

いると解釈できる. ただし, 取消不能のものと Bが了解したことに合理性があるか

どうかは, 取引の特徴, 緊急性, その他の事情から判断される.

事実 (1'), (5)が追前提知識に加されることによって, CASE 1, 2, 3の場合において仮説

集合 1 ,2の適合度評価どのように変化するか確認した.

4.1.3 実験の結果

以下に, 仮説集合 1,2に関する適合度評価の結果を CASE 1, 2, 3毎にそれぞれ示す.

� CASE 1の場合

仮説集合 1については, 判例データベースにおける 5判例が参照された. 仮説Aをサ

ポートする正例は 3判例, 逆にサポートしない負例 2判例であり, その適合度は 0:32

であった (仮説集合 1の適合度もこれと同じ). 仮説集合 2については, 判例データ

ベースにおける 4判例が参照された. 仮説 Bの正例は 1判例, 負例は 1判例であり,

その適合度は�0:074であった. また仮説 Cの正例は 3判例, 負例は 1判例であり,そ

の適合度は 0:72であった. 全体として, 仮説集合 2の適合度は 0:322であった. 図

4.2に示すように本システムでは, 仮説集合 1,2は相対的に 50％, 50％の適合度評価

となり, 結果として両者は同等であると評価された.

27



第 4章. 実験と考察

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1 50%

50%

仮説集合２
0.322

仮説集合１
0.32

Fitness CASE 1

図 4.2: CASE 1の結果

� CASE 2の場合
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図 4.3: CASE 2の結果

仮説集合 1については, CASE 1と同様に 5判例が参照された. 仮説Aをサポートす

る正例, 逆にサポートしない負例の数も CASE 1と同じであり, その適合度は 0:394

であった (仮説集合 1の適合度もこれと同じ). 仮説集合 2については, CASE 1と同

様に 4判例が参照された. 仮説Bの正例, 負例の数も CASE 1と同じであり, その適

合度は 0であった. また仮説 Cの正例, 負例の数も CASE 1と同じであり, その適合
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度は 0:744であった. 全体として, 仮説集合 2の適合度は 0:372であった. 図 4.3に示

すように本システムでは, 仮説集合 1,2は相対的に 51％, 49％の適合度評価となり,

結果として若干ではあるが, 前者の方が適切であると評価された.

� CASE 3の場合
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0.8

1

仮説集合１
0.408

仮説集合２
0.436

48%

52%

Fitness CASE 3

図 4.4: CASE 3の結果

仮説集合 1については, CASE 1と同様に 5判例が参照された. 仮説Aをサポートす

る正例, 逆にサポートしない負例の数も CASE 1と同じであり, その適合度は 0:408

であった (仮説集合 1の適合度もこれと同じ). 仮説集合 2については, CASE 1と同

様に 4判例が参照された. 仮説Bの正例, 負例の数も CASE 1と同じであり, その適

合度は 0:092であった. また仮説 Cの正例, 負例の数も CASE 1と同じであり, その

適合度は 0:78であった. 全体として, 仮説集合 2の適合度は 0:436であった. 図 4.4

に示すように本システムでは, 仮説集合 1,2は相対的に 48％, 52％の適合度評価と

なり, 結果として若干ではあるが, 後者の方が適切であると評価された.

4.1.4 実験の考察

仮説 A, B, Cについて, 上記の実験結果をまとめたものが図 4.6, 4.7, 4.8である. これら

の図は, CASE1, 2, 3における, 各仮説の関係値の総和
P
Rの変化, および適合度 Fitness

の変化をそれぞれ示している. 左側の図は縦軸を
P
R, 横軸を CASEとしており, 各仮説
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に関して正に関係するものの総和
P
R+と, 負に関係するものの総和

P
R�をそれぞれ示し

ている. 右側の図は縦軸を Fitness, 横軸を CASEとしている. さらに図 4.5に, 仮説集合

1, 2の適合度の変化を示す.

0.32

0.394

0.408

0.372

0.436

0.322

0.2

0.3

0.4

0.5

CASE1 CASE2 CASE3

仮説集合1

仮説集合2

Fitness 実験１

図 4.5: 仮説集合 1, 2についての適合度の変化

これら実験結果において, 各仮説の関係値の総和と適合度評価の相対的な変化に注目す

ると, 次のようなことが考察できる.

� 事実 (1')が追加されたことによって, 申込が取消不能であると解釈されるような判

例, すなわち仮説 A, Bをサポートするものが増えている (図 4.6, 4.8)が, 仮説 Cに

関してはほとんど変化が見られない (図 4.7). このため, CASE 1, 2での適合度の変

化を比較すると, 仮説集合 1の方が相対的に評価が高くなっている (図 4.5).

� 事実 (5)が追加されたことによって, 被申込者が申込を信頼していると解釈される

ような判例,すなわち仮説 Cをサポートするものが増えている (図 4.7). また仮説A,

Bに関しても同様な変化が見られる (図 4.6, 4.8)が, 仮説Bをサポートするもの方が

仮説 Aのそれよりも相対的に多い. このため, CASE 2, 3での適合度の変化を比較

すると, 仮説集合 2の方が相対的に評価が高くなっている (図 4.5).

これらのことから, 法的判断に影響を与える事実が前提知識に与えられている場合, 再

構築された判例データベースに対応して, 本システムが適切な仮説を選択しているものと

考えられる.
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図 4.7: 仮説 Bについての関係値 (左)と適合度 (右)の変化
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4.2 実験 2

申条件付承諾に関する設例を用いた実験について述べる. 実験 1と同様に実験 2では,

設例のバリエーションを含めて 3つの法律問題を本システムに適用した.

4.2.1 実験の方法

実験 1と同様に, 法的判断に影響を与える事実を前提知識に加えた場合と, そうでない

場合との適合度評価を比較する方法を取った. そのため, 与えられた設例の前提知識と同

じものとして CASE 4を, 前提知識に新たな事実を追加したものとして CASE 5と CASE

6を用意した. つまり CASE 5, 6は CASE 4のバリエーションになっている.

まず, 設例とそれに関する推論を説明して, ALPの処理系に基づいて生成された 2 つ仮

説集合を示す. 次に, 各 CASEの前提知識を明らかにして, 新たに追加された事実の法的

な意味を説明する. 最期に, それら 3つの実験結果の比較を通して考察を行なう. 考察で

は, 仮説に関する関係値と適合度評価の相対的な変化に注目して, 本システムが判例デー

タベースに対応して適切な仮説を選択しているかどうか確かめた.

4.2.2 設例と仮説

実験 2では, 次のような設例 2(図 4.9参照)を考える.

設例 2 　1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販

売する申込の手紙を出した. 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した. 同年 4月 9

日に Bは Bに電話して,「申込を承諾する, ただし輸送は日本の貨物船である

こと」と述べた. 契約は成立したことになるか.

承諾の形をとっているが, 付加, 制限その他の変更を含んでいる申込に対する回答は, 申

込の拒絶であり, 反対申込となる (CISG第 19条 1項). 4月 9日の Bの返事が, Aの申込

を実質的に変更するものとして扱われた場合, Bの反対申込に対して, A は承諾の返事を

していないので契約は成立しない.

しかし , CISGには申込の内容を実質的に変更するものでない場合, 異義の通知等を発し

ない限り承諾となる (CISG第 19条 2項)とある. また, 申込を実質的に変更するものとし
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AA
AA

A
A
A

B

1996年4月1日

1996年4月9日

1996年5月1日

1996年4月8日

1996年4月9日

1996年5月31日

申込 物品：農業機械.

数量：一式.

代金：５万ドル.

条件：輸送はアメリカの貨物船.

承諾 物品：農業機械.

数量：一式.

代金：５万ドル.

条件：輸送は日本の貨物船.

発送（日本の貨物船）

物品：農業機械.

数量：一式.

図 4.9: 設例 2

て扱われても, 物品の発送に関する行為などにより同意を示すことができる場合には, そ

の行為が行なわれた時に承諾としての効力が生ずる (CISG第 19条 3項)とある.

したがって, CISG第 19条 2項または 3項が満たされるとき, Aと Bの間の売買契約は

成立する. つまりAと Bの間で契約が成立すると主張する側は, 次のような 2つの仮説を

考慮することになる.

　仮説集合 3 CISG第 19条 2項に基づく, 次のような仮説Dから構成される.

� Bの回答が申込を実質的に変更しない (仮説D).

　仮説集合 4 CISG第 19条 3項に基づく, 次のような仮説 E, Fから構成される.

� Bの回答が申込を実質的に変更する (仮説 E).

� Bの反対申込に対する同意を示す行為が行なわれている (仮説 F ).

これら仮説集合の適合度評価を,次のようなCASE 4,5,6の場合でそれぞれ行なう. CASE

5には CASE 4の前提知識に, Aの申込に輸送方法を指定する事実が追加されている. さ

らに, CASE 6には CASE 5の前提知識に, Aが日本の貨物船に農業機械を引き渡した事

実が追加されている. 以下に, CASE 4, 5, 6における前提知識を示す.

CASE 4 設例にある前提知識と同じ場合.
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(1) 1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売する申込

の手紙を出した.

(2) 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した.

(3) 同年 4月 9日に Bは Aに電話して,「申込を承諾する, ただし輸送は日本の貨

物船であること」と述べた.

CASE 5 CASE 4に, 申込において輸送方法を明確に指定した事実 (1')を追加した場合.

(1) 1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売する申込

の手紙を出した.

(1') 手紙には「輸送はアメリカの貨物船であること」と記載されていた.

(2) 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した.

(3) 同年 4月 9日に Bは Aに電話して,「申込を承諾する, ただし輸送は日本の貨

物船であること」と述べた.

CASE 6 CASE 5に, Aが日本の貨物船に農業機械を引き渡した事実 (4)を追加した場合.

(1) 1996年 4月 1日に Aは Bに対して, 農業機械一式を 5万ドルで販売する申込

の手紙を出した.

(1') 手紙には「輸送はアメリカの貨物船であること」と記載されていた.

(2) 同年 4月 8日に手紙は Bに到達した.

(3) 同年 4月 9日に Bは Aに電話して,「申込を承諾する, ただし輸送は日本の貨

物船であること」と述べた.

(4) 同年 5月 1日に Aは日本の貨物船に農業機械を引き渡した. 同年 5月 31日に

Bは農業機械を受け取った.

CASE 5において追加された事実 (1')は, 仮説 D, Eの法的判断に影響を与える事実で

ある. また, CASE 6において追加された事実 (4)は仮説 Fに影響を与える事実である. こ

こで, (1')と (4)の法的な意味を説明する.

� 事実 (1')によって, Aが申込において輸送方法を明確に指定していると考えられる.

よって, Bの回答が承諾の形をとっているが, Aの申込に対する反対申込と解釈され

る可能性がある.
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� 被申込者が申込者への通知をすることなく, 物品の発送に関する行為や, 代金の支払

等の行為を行なうことにより同意を示すことができる場合がある (CISG第 19条 3

項). 事実 (4)は 4月 9日の Bの反対申込に対する, Aの同意する旨の行為と解釈さ

れる可能性がある.

事実 (1'), (4)が前提知識に追加されることによって, CASE 4, 5, 6の場合において仮説

集合 3 ,4の適合度評価どのように変化するか確認した.

4.2.3 実験の結果

以下に, 仮説集合 3,4に関する適合度評価の結果を CASE 4, 5, 6毎にそれぞれ示す.

� CASE 4の場合
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図 4.10: CASE 4の結果

仮説集合 3については, 判例データベースにおける 7判例が参照された. 仮説 Dを

サポートする正例は 3判例, 逆にサポートしない負例 4 判例であり, その適合度は

�0:235であった (仮説集合 3の適合度もこれと同じ). 仮説集合 4については, 判例

データベースにおける 7判例が参照された. 仮説 Eの正例は 4判例, 負例は 3判例

であり, その適合度は 0:235であった. また仮説 Fの正例は 1判例, 負例は 1判例で

あり, その適合度は 0であった. 全体として, 仮説集合 4の適合度は 0:117であった.
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図 4.10に示すように本システムでは, 仮説集合 4の方が相対的に適切であると評価

された.

� CASE 5の場合
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図 4.11: CASE 5の結果

仮説集合 3については, 判例データベースにおける 7判例が参照された. 仮説 Dを

サポートする正例は 3判例, 逆にサポートしない負例 4 判例であり, その適合度は

�0:247であった (仮説集合 3の適合度もこれと同じ). 仮説集合 4については, 判例

データベースにおける 7判例が参照された. 仮説Eの正例は 4判例, 負例は 3判例で

あり, その適合度は 0:247であった. また仮説 Fの正例は 1判例, 負例は 1判例であ

り, その適合度は 0:068であった. 全体として, 仮説集合 4の適合度は 0:158であっ

た. 図 4.11に示すように本システムでは, CASE 1と同様に仮説集合 4 の方が相対

的に適切であると評価された.

� CASE 6の場合

仮説集合 3については, 判例データベースにおける 7判例が参照された. 仮説 Dを

サポートする正例は 3判例, 逆にサポートしない負例 4 判例であり, その適合度は

�0:287であった (仮説集合 3の適合度もこれと同じ). 仮説集合 4については, 判例

データベースにおける 7判例が参照された. 仮説Eの正例は 4判例, 負例は 3判例で

あり, その適合度は 0:287であった. また仮説 Fの正例は 1判例, 負例は 1判例であ
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図 4.12: CASE 6の結果

り, その適合度は 0:154であった. 全体として, 仮説集合 4の適合度は 0:221であっ

た. 図 4.12に示すように本システムでは, CASE 1と同様に仮説集合 4 の方が相対

的に適切であると評価された.

上記の結果を 4.14, 4.15, 4.16にまとめる. これらの図は, CASE4, 5, 6における, 各仮説

についての関係値の変化, および適合度の変化を表している. それぞれの左図は縦軸を関

係値の総和, 横軸を CASEとしており, 各仮説に関して正に関係するものの総和と, 負に

関係するものの総和を並べて表示している. また, それぞれの右図は縦軸を適合度, 横軸

を CASEとしている.

4.2.4 実験の考察

仮説D, E, Fについて,上記の実験結果をまとめたものが図 4.14, 4.15, 4.16である. これ

らの図は, CASE4, 5, 6における,各仮説の関係値の総和
P
Rの変化,および適合度Fitness

の変化をそれぞれ示している. 左側の図は縦軸を
P
R, 横軸を CASEとしており, 各仮説

に関して正に関係するものの総和
P
R+と, 負に関係するものの総和

P
R�をそれぞれ示し

ている. 右側の図は縦軸を Fitness, 横軸を CASEとしている. さらに図 4.13に, 仮説集

合 3, 4の適合度の変化を示す.

実験の結果から,本研究で提案した仮説選択機構について,次のようなことが考察できる.
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図 4.13: 仮説集合 3, 4についての適合度の変化

� 事実 (1')が追加されたことによって, Aの申込に対する反対申込であると解釈され

るような判例, すなわち仮説 Eをサポートするものが増えている (図 4.15). また仮

説 Fをサポートする判例も増えている (図 4.14). このため, CASE 1, 2での適合度

の変化を比較すると, 仮説集合 2の方が相対的に評価が高くなっている (図 4.13).

� 事実 (4)が追加されたことによって, Aが Bの反対申込に対する同意を示していると

解釈されるような判例, すなわち仮説 Fをサポートするものが増えている (図 4.16).

また仮説Eをサポートするものが仮説D のそれよりも相対的に多い (図 4.15, 4.14).

このため, CASE 2, 3での適合度の変化を比較すると, 仮説集合 2の方が相対的に評

価が高くなっている (図 4.13).

これらのことから, 法的判断に影響を与える事実が前提知識に与えられている場合に限

り, 再構築された判例データベースに対応して, 本システムが適切な仮説を選択すること

ができるものと考えられる.
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図 4.14: 仮説Dについての関係値 (左)と適合度 (右)の変化
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図 4.15: 仮説 Eについての関係値 (左)と適合度 (右)の変化
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結論

5.1 本研究の成果

本研究で取り組んだ課題と方法論について述べる.

5.1.1 本研究で取り組んだ課題

アブダクティブ論理プログラミング [32](ALP)の処理系は複数の候補から適切な仮説を

選択することができない. このため法的推論のように, ある基準を持って仮説の適合性が

要求される場合, 複数の説明から最もらしい説明を選択することが問題となる. そこで本

研究では國藤ら [5, 17]の研究に基づき, 複数の仮説を同時に扱い,かつ候補集合から適切

な仮説を選択するような仮説選択機構を提案した. まず, 事件に関する事実, 裁判官の判

断等が含まれる判例データベースの定式化を考えた. また, 両極の判例を考慮するような

仮説の適合度評価を提案した. 次に, 国際統一売買法 (CISG)の第 2部 [11](付録 A参照)

への適用を目標とする実験的システムを作成した. さらに, 法学者が与えた「申込の取消」

と「条件付承諾」に関する設例および判例 [20]を用いて, 構築したシステムの実験および

考察を行ない, 本研究で提案した適合度評価の適用可能性を示した.

5.1.2 本研究で用いた方法論

本研究では, 複数の仮説を同時に扱い, かつ候補集合から適切な仮説を選択するような

仮説選択機構を提案した. この機構では仮説を評価する際に, 法的役割を考え再構築され
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た判例データベースが活用されている. そのデータベースから仮説に関係する判例を抽出

し , それらを考慮するような適合度評価を行なう. 以下に仮説選択の手続きを述べる.

1. 仮説選択機構では, まず前提知識と法令文, および説明すべきゴールから, 適切な説

明が得られない仮説集合を列挙する. ここで生成される仮説は, 判例データベース

に蓄えられている裁判官の判断に依存している.

2. 各仮説に関係のある判例を判例データベースから抽出する. これら判例には仮説を

サポートする事件と, 逆にサポートしないものが含まれる.

3. 前提知識における事実集合と法令文に基づいて, 両極の判例を考慮するような適合

度計算を各仮説に行なう.

4. この適合度評価値にしたがって, ALP の処理系は候補集合から適切な仮説を選択

する.

このような方法に基づいて, CISG の第 2 部への適用を目標とする実験的システムを

SICStus-Prolog により実装した. また, 法学者が与えた設例と判例を用いて, そのシステ

ムについて実験および考察を行なった. 実験方法として, 法的判断に影響を与える事実を

前提知識に加えた場合と, そうでない場合との適合度評価を比較する方法を取った. 考察

では, 仮説に関する関係値の総和と適合度評価の相対的な変化に注目して, 本システムが

判例データベースに対応して適切な仮説を選択しているかどうか確認した.

5.2 構築したシステムの評価

本システムの長所として, 次のような 3点があげられる. まず, 法的オントロジーに基

づく概念階層を利用しているため, 条文や判例などを記述するのに必要な知識を容易に追

加できること. 次に, 評価したい仮説が成り立つ正例だけではなく, 逆に成り立たない負

例も考慮するような仮説の適合度評価ができること. さらに, 仮説と関係のある判例を数

えあげられるため, 評価したい仮説により明確な裏付けを与えられることである.

逆に短所として, 次のような 2点があげられる. まず, 過去の判例集を特別な知識表現

に変換して, 新たにデータベースを再構築する必要があること. 判例データベースに基づ

いて仮説評価を行うため, 全く新しいタイプの問題に対する判断が困難になることである.
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5.3 他の法的推論システムとの比較

アブダクティブな推論機能を持つ, 次のような 2 つの法的推論システムとの比較を述

べる.

� new HELIC-II [39]では, 判断基準の優先順位である価値観を用いて, ルール間の優

先関係を決定している. それに基づいて, 論証を勝たせたい場合, 価値観の仮説を生

成して目的を達成することができる.

� Quixote [21]は, アブダクションを含んだ推論メカニズムを持つ演繹オブジェクト指

向データベースである. プログラム自体に情報が欠けている場合, それを仮説とし

て返すことができる.

しかし, いずれのシステムも仮説の選択基準を持っていない. 本研究では, 法的ドメイン

に依存した仮説の適合度評価ができる. さらに仮説を評価する際, その仮説が成り立つ正

例だけではなく, 逆に成り立たない負例も考慮することができる.

5.4 今後の研究課題

今後の課題として, 法的オントロジーに基づいて, 効果的に知識を表現することと, 厳密

に類似度を定義することがあげられる. また機能拡張, およびユーザインターフェース等

を充実させることがあげられる. 評価機構については, CBR, ファジー推論等との比較研

究から, より適切な仮説評価基準を明らかにして, 本システムの適合度評価を向上させる

ことがある. さらに, 種々なタイプの法的解釈を導入して, その違いを論証プロセスに反

映させることがある.
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A 国際物品売買契約に関する国際条約

(CISG)

本章では, 仮説選択機構を適用する際に利用した国際統一売買法 (以下, CISGと略記)

第 2部 [11]の条文を示す. 本条約は, 4部 101箇条より構成されており, 大きな特徴の一つ

として, 純理論的なドグマの束縛からのがれ, 国際貿易の実務および英米法 (特に UCC)を

相当程度に採り入れた結果, 取引に従事する当事者に広く受け入れられる性質がある. ま

た,もう一つの大きな特徴としては, その守備範囲を, 売買契約の成立問題と売買契約から

生ずる売主・買主間の権利義務についてのみとし, その範囲で基本的に閉じている点であ

る. 以上の点から, 本条文中にあらわれる法律専門用語は, 基本的に本条文で定義されて

おり, また, 各条文が明解であるため, 知識表現への変換がし易く, 今回の実験の題材とし

ては適しているといえる.

A.1 CISG第 2部 契約の成立

第 14条 　［ 「申込」の間接的定義 ］ 　

(1) 一又は複数の特定の者に向けられた契約締結の申入れは, それが十分明確であ

り, かつ, 承諾があった場合には拘束されるとの申込者の意思が示されている

ときは, 申込となる. 申入れは, 物品を示し, かつ, 明示又は黙示に数量及び代

金を定め又はその決定方法を規定している場合には, 十分明確なものとする.

(2) 不特定の者に向けられた申入れは, 申込の単なる誘引として扱う. ただし, 申入

れをした者が異なった意向を明瞭に示している場合はこの限りでない.

第 15条 　［ 申込の効力発生 ］ 　
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(1) 申込は, 被申込者に到達した時にその効力を生ずる.

(2) 申込は,たとえ取消不能のものであっても, 申込の撤回通知が申込の到達前又は

それと同時に被申込者に到達する場合には, 撤回し得る.

第 16条 　［ 申込の取消可能性とその制限 ］ 　

(1) 契約が締結されるまで, 申込は取消すことができる. ただし , この場合には, 被

申込者が承諾の通知を発する前に取消の通知が被申込者に到達しなければなら

ない.

(2) しかしながら, 申込は, 次のいずれかの場合には, 取消すことができない.

(a) 申込が, 承諾期間の設定その他の方法により, 取消不能のものであること

を示している場合.

(b) 被申込者が,申込を取消不能のものであると了解したのが合理的であり,か

つ, 被申込者がその申込に信頼を置いて行動している場合.

第 17条 　［ 拒絶による申込の失効 ］ 　

申込は, たとえそれが取消不能であっても, その拒絶通知が申込者に到達した時は,

その効力を失う.

第 18条 　［ 承諾, その効力発生時期, 申込の承諾期間 ］ 　

(1) 申込に同意する旨を示す被申込者の陳述その他の行為は, 承諾とする. 沈黙又は

反応のないことは, それだけでは承諾とみなされることはない.

(2) 申込に対する承諾は, 同意の意思表示が申込者に到達した時にその効力を生ず

る. 同意の意思表示が, 申込者の定めた期間内に申込者に到達しないとき, また

期間の定めがない場合においては, 申込者が用いた通信手段の迅速性を含め取

引の状況を十分に勘案した合理的な期間内に到達しないとき, 承諾は効力を生

じない. 口頭による申込は, 特段の事情がある場合を除き直ちに承諾されなけ

ればならない.

(3) しかしながら, 申込の内容よりみて, 又は当事者間で確立された慣行若しくは慣

習の結果として, 被申込者が申込者への通知をすることなく, 物品の発送に関

する行為や代金の支払等の行為を行なうことにより同意を示すことができる場
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合には, その行為が行なわれた時に承諾としての効力が生ずる. ただし , その行

為が前項に規定した期間内に行なわれた場合に限る.

第 19条 　［ 申込の条件付承諾 ］ 　

(1) 承諾の形をとっているが, 付加, 制限その他の変更を含んでいる申込に対する回

答は, 申込の拒絶であり, 反対申込となる.

(2) しかしながら, 承諾の形をとった申込に対する回答が, 付加的条件や異なった条

件を含んでいても, 申込の内容を実質的に変更するものでない場合には, 申込

者が不当に遅滞することなくその相違に口頭で異義を述べ又はその旨の通知を

発しない限り承諾となる. 申込者が異義を述べない場合には, 契約の内容は申

込の内容に承諾中に含まれた修正を加えたものとする. 　

(3) 付加的条件又は異なった条件であって, 特に代金, 支払, 物品の品質及び数量, 引

渡の場所及び時期, 一方当事者の相手方に対する責任の限度, 又は紛争の解決

方法に関するものは, 申込の内容を実質的に変更するものとして扱う.

第 20条 　［ 申込の承諾期間の計算方法 ］ 　

(1) 申込者が電報又は書簡中で定めた承諾期間は, 電報の発信を依頼した時点又は

書簡に示された日付, またかかる日付が示されていない場合においては封筒に

示された日付から起算する. 申込者が電話, テレックスその他の瞬時的通信手

段によって承諾期間を定めたときは, その期間は, 申込が被申込者に到達した

時点から起算する.

(2) 承諾期間中の公の休日又は非取引日も期間の計算計算に算入する. ただし , 期間

の末日が, 申込者の営業所所在地の公の休日又は非取引日にあたるため, 承諾

の通知が期間の末日に申込者に配達され得ない場合には, 期間はこれに次ぐ第

一の取引日まで延長される.

第 21条 　［ 遅延した承諾 ］ 　

(1) 遅延した承諾といえども, 申込者が有効な承諾として扱う旨を遅滞なく被申込

者に口頭で通知し又はその旨の通知を発した場合には, 承諾としての効力を有

する.
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(2) 遅延した承諾を含む書簡その他の書面が, 通常の通信状況であれば適切な時期

に申込者に到達したであろう状況の下で発送されたことを示しているときは,

申込者が遅滞なく被申込者に対して申込が既に失効していたものとして扱う旨

を口頭で通告するか, 又はその旨の通知を発しない限り, 遅延した承諾であって

も承諾としての効力を有する.

第 22条 　［ 承諾の撤回 ］ 　

承諾は, その撤回通知が, 承諾の効力が生じたであろう時よりも前又はそれと同時に

申込者に到達すれば, 撤回できる.

第 23条 　［ 契約の成立時期 ］ 　

契約は, 申込に対する承諾が kの条件の規定に従って効力を生じた時に成立する.

第 24条 　［ 意思表示等の「到達」の定義 ］ 　

この条件第 2部の適用上, 申込, 承諾の宣言,その他の意思の表示が相手方に「到達」

した時とは, 相手方にそれが口頭で伝えられた時, 又はその他の方法で相手方に個人

的に若しくは相手方の営業所又は郵便送付先に, また相手方が営業所も郵便送付先

をも有しない場合においては相手方の常居所に配達された時とする.
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A.2 CISGに関する判例

本節では, 文献 [19]より得た 5つの判例を記す.

　判例 6 　

f(precedent 6 )  part _ of 
[
 offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) ,
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 8 :moment )
 ] ,
 wit hdrawal(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )
 ] ,
 accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) , 
 s a le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )
 ]
] .

j(pre cedent 6 )  part _ of 
[
 be come_ e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
 is_ revocable (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :pe riod_ of_ t ime ) ,
  +  re ly(b :offe re e , offe r(a :offe ror,b :offe re e ,1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ) ,
 is_wit hdrawn(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 is_ t e rmina t ed(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :t ime_ t o) ,
  +  become_ e ffe ct ive (accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :t ime_ from) ,
  +  is_ concluded(sa le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) )
] .

事実： 1995年 4月 1日 Aは Bに対して, 建設機械を 1万ドルで販売する旨の申込

の手紙を出した. 手紙には承諾期間については特に明示されていない. 手紙は同年 4

月 8日に Bに到達した. Bが返事を出す前の 4月 9日に Aは Bに電話をして,「建

設機械を 1万ドルで販売する申込の手紙を出したが, 申込はなかったことにしてほ

しい」と述べた. Bは即座に「その申込を承諾する」と述べた.

判断： 申込の効力は, 手紙が Bに到達した 4月 8日に発生している (CISG15条 1

項). 申込の効力発生後でも Bが承諾の通知を発する前であれば, Aの申込の取消の

通知が Bに到達することを条件に Aは申込を取消すことができる (CISG16条 1項).

設例では電話による Bの承諾の通知は, 電話による Aの取消の通知の到達より後で
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発せられているので, Aによる取消が有効となり, その後の Bの承諾によっても契

約は成立しない.

　判例 7 　

f(precedent 7 )  part _ of 
[
 offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) ,
 s t a t ement ( irrevocable_ re cognit ion:re cognit ion, 1 9 9 5 0 4 3 0 :t ime_ t o)  we ight  2 , 
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 8 :moment )
 ] ,
 wit hdrawal(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )
 ] ,
 accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) , 
 s a le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )
 ]
] .

j(pre cedent 7 )  part _ of 
[
 be come_ e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
  +  is_ revocable (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :pe riod_ of_ t ime ) ,
  +  is_ t e rmina t ed(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :t ime_ t o) ,
 be come_ e ffe ct ive (accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :t ime_ from) ,
 is_ concluded(sa le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) )
] .

事実： 1995年 4月 1日 Aは Bに対して, 建設機械を 1万ドルで販売する旨の申込

の手紙を出した. 手紙には「同年 4月末日までは取り消さないので, その日までに返

答されたい」と記載されていた. 手紙は同年 4月 8 日に Bに到達した. その翌日の

4月 9日に Aは Bに電話をして,「建設機械を 1万ドルで販売する申込の手紙を出

したが, 申込はなかったことにしてほしい」と述べた. Bは即座に「その申込を承諾

する」と述べた.

判断：「1995年 4月末日までは取り消さないので, その日までに返答されたい」旨

の記載により, 同年 4月末日までは取消不能であることを Aが示している. その期

間は Aは申込を取消すことができない (CISG16条 2項 1号). したがって Bの承諾

によって契約は成立する.
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　判例 9a 　

f(precedent 9 a)  part _ of 
[
 offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) ,
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 8 :moment )
 ] ,
 wit hdrawal(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )
 ] ,
 accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
 s a le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( t e lephone :means_ of_ ins t ant aneous_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )
 ] ,
 cont ract (b :offe ror, c :t hird_ part y, 1 9 9 5 0 4 0 8 :moment )  part _ of
 [
 s a le (b :se lle r, c :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 2 0 0 0 :price )  we ight  2
 ]
] .

j(pre cedent 9 a)  part _ of 
[
 be come_ e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
 is_ revocable (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :pe riod_ of_ t ime ) ,
 re ly(b :offe re e , offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ) , 
   +  is_ re asonable (b :offe re e , irrevocable_ re cognit ion:re cognit ion) ,
 is_ t e rmina t ed(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :t ime_ t o) ,
  +  become_ e ffe ct ive (accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 9 :t ime_ from) ,
  +  is_ concluded(sa le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) )
] .

事実： 1995年 4月 1日 Aは Bに対して, 建設機械を 1万ドルで販売する旨の申込

の手紙を出した. 手紙には承諾期間については特に明示されていない. 手紙は同年 4

月 8日に Bに到達した. Bが返事を出す前の 4月 9日に Aは Bに電話をして,「建

設機械を 1万ドルで販売する申込の手紙を出したが, 申込はなかったことにしてほ

しい」と述べた. Bは Aからの手紙を受け取った直後に, Cにその機会を 1万 2000

ドルで販売する契約を結んでいたので,「その申込を承諾する」と述べた.

判断：申込に取消不能が示されていなくても, 申込を受けた Bが申込を取消不能の

ものであると了解したことに合理性があり,かつ Bがその申込に信頼を置いて行動

している場合には, Aは申込を取消すことができない (CISG16条 2項 b号). Bが

Cと機械の転売契約を既に締結してしることは, Bが Aの申込に信頼を置いて行動

している事を意味するが, 取消不能のものと Bが了解したことに合理性があるかど

うかは, 取引の特徴, 緊急性, その他の事情から判断される. 設例では Bはまず Aに
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承諾の通知をしておくべきであり, そうすることなしに転売契約を結んでしまった

点に, 信頼の合理性がないといえる. したがって, Bの承諾によっても契約は成立し

ない.

　判例 18a 　

f(precedent 1 8 a)  part _ of 
[
 offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) ,
 s t a t ement ( irrevocable_ re cognit ion:re cognit ion, 1 9 9 5 0 4 3 0 :t ime_ t o) , 
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 8 :moment )
 ] ,
 accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
 s a le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 9 0 0 0 :price ) , 
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 1 6 :moment )
 ] ,
 de live ry(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 1 7 :moment )  part _ of
 [
 t ransport (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y)  we ight  2 ,
 d ispa t ch(cargo_ ship:means_ of_ t ransport a t ion, 1 9 9 5 0 4 1 7 :moment ) ,
 re ach(cargo_ ship:means_ of_ t ransport a t ion, 1 9 9 5 0 5 0 1 :moment )
 ]
] .

j(pre cedent 1 8 a)  part _ of 
[
 be come_ e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
 mat e ria lly_ a lt e r(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 9 0 0 0 :price ) ,
 is_wit hdrawn(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 1 6 :moment ) ,
 be come_ e ffe ct ive (count e roffe r(b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 1 6 :t ime_ from) ,
 indica t e_ assent (de live ry(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 1 7 :moment ) ) ,
 be come_ e ffe ct ive (accept ance (a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 1 7 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 1 7 :t ime_ from) ,
 is_ concluded(sa le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) )
] .

事実：1995年 4月 1日に Aは Bに対して, 建設機械を 1万ドルで販売する旨の申込

の手紙を出した, 手紙には「同年 4月末日までは申込を取り消さないので, その日ま

でに返答されたい」と記載されていた. 手紙は同年 4月 8日に Bに到達した. Bは

同年 4月 9日に「承諾する. ただし , 代金は 9000ドルのこと」との返事を出し , そ

の返事は同年 4月 16日に Aに到達した. 同年 4月 17日に Aは設機械を貨物船に引

き渡し , 5月 1日に Bに引き渡された. 同年 5月 5日に Aは Bに代金 1万ドルを請

求した.

判断：Bの返事は, Aの申込を実質的に変更するものであり, 承諾ではなく, 反対申

込である. これに対して Aは承諾の返事をしていない. しかし , 目的物を Bに引渡
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したことは, 同意を意味し , 承諾と認められる (18条 1項). Bは 9000ドルを支払え

ばよい. (物品の輸送が Bの反対申込に対する同意となる)

　判例 19 　

f(precedent 1 9 )  part _ of 
[
 offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment )  part _ of
 [
 s a le (a :se lle r, b :buye r, cons t ruct ion_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) ,
 s t a t ement ( irrevocable_ re cognit ion:re cognit ion, 1 9 9 5 0 4 3 0 :t ime_ t o) , 
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 8 :moment )
 ] ,
 accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment )  part _ of
 [
 e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
 s a le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) ,
 add_ s t a t ement (se t t lement _ of_ disput e s :int ent iona l_ condit ion) ,
 d ispa t ch( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) ,
 re ach( le t t e r:means_ of_ communica t ion, 1 9 9 5 0 4 1 6 :moment )
 ] ,
 de live ry(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 1 7 :moment )  part _ of
 [
 t ransport (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y)  we ight  2 ,
 d ispa t ch(cargo_ ship:means_ of_ t ransport a t ion, 1 9 9 5 0 4 1 7 :moment ) ,
 re ach(cargo_ ship:means_ of_ t ransport a t ion, 1 9 9 5 0 5 0 1 :moment )
 ]
] .

j(pre cedent 1 9 )  part _ of 
[
 be come_ e ffe ct ive (offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 0 8 :t ime_ from) ,
  +  mat e ria lly_ a lt e r(offe r(a :offe ror, b :offe re e , 1 9 9 5 0 4 0 1 :moment ) ) ,
 be come_ e ffe ct ive (accept ance (b :offe re e , a :offe ror, 1 9 9 5 0 4 0 9 :moment ) , 1 9 9 5 0 4 1 6 :t ime_ from) ,
 is_ concluded(sa le (a :se lle r, b :buye r, fa rm_machine :goods , 1 :quant it y, 1 0 0 0 0 :price ) )
] .

事実：1995年 4月 1日に Aは Bに対して, 建設機械を 1万ドルで販売する旨の申込

の手紙を出した. 手紙には「同年 4月末日までは申込を取り消さないので, その日ま

でに返答されたい」と記載されていた. 同年 4月 8 日に手紙は Bに到達した. 同年

4月 9日に Bは承諾の返事を出したが, そこには Aからの申込の手紙には記載のな

い, AB間の紛争は仲裁によって解決する旨の約定が付加されていた. 同年 4月 16

日にその返事は Aに到達した. 返事を受け取った Aは, 特に異義を述べることもな

く, 同年 4月 17日に建設機械を発送した. 同年 5月 1日に Bに引き渡された.

判断：B の返事は仲裁条項が付加されているので, 承諾でなく, 反対申込である

(CISG19 条 1 項). しかし変更を含んでいても, 申込の内容を「実質的に変更」す

るものでなく,かつ申込者が不当に遅滞することなく異義を述べないときは, 承諾と

なり (CISG19条 2項 1号), 変更を加えられた承諾の内容で契約が成立する (CISG19
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条 2項 2文). 「実質的に変更」するものである場合は, 放置しておいても契約は成

立しない.

仲裁条項は「紛争の解決方法」に関するものであり, 申込を「実質的に変更」する

ものにあたるとされる (CISG19条 3項)ので, Aとして遅滞なく異義を述べなくて

も, 契約が成立することはない.

ただし, 別段の合意がない限り仲裁が慣行となっている取引分野では, 仲裁条項の付

加は申込に実質的に変更することにならないから [11], 設例の取引がこれに該当す

れば, 仲裁条項の入った Bの反対申込を内容とした契約が成立する.
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